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平成27年度 林野庁予算概要

森林土木関連事業体との意見交換会資料



１. 総 括 表

％

公 共 事 業 費 191,267 191,830 100.3

一般公共事業費 181,293 181,856 100.3

治  山  事 業 費 61,570 61,570 100.0

森林整備事業費 119,723 120,286 100.5

災害復旧等事業費 9,974 9,974 100.0

非 公 共 事 業 費 100,328 98,533 98.2

291,595 290,363 99.6

２ 復旧・復興対策は、下記２に整理。

３ 計数は、四捨五入のため合計とは一致しない場合がある。

２．東日本大震災からの復旧・復興対策（東日本大震災復興特別会計計上）

百万円 百万円 ％

57,663 43,402 75.3

10,723 6,874 64.1

合 計 68,386 50,276 73.5

区     分
平成２６年度
当初予算額

平成２７年度
概算決定額

対前年度比

公共事業費

非公共事業費

百万円 百万円

総 計

（注）１  上記のほか、農山漁村地域整備交付金及び山村活性化支援交付金に、林野関係事業を
措置している。

平成２７年度 林野庁関係予算の概要

平成２７年１月

区     分
平成２６年度 平成２７年度

対前年度比
当初予算額 概算決定額



森林整備事業・治山事業（公共）
【１８１，８５６（１８１，２９３）百万円】

（平成26年度補正予算 １０，５０１百万円）

対策のポイント
・施業の集約化を図り、間伐、路網整備等を推進するほか、森林吸収量の確

保に向けた条件不利地等における間伐や低コスト造林を推進します。

・山地災害等の防止・軽減に向けた総合的な治山対策による「緑の国土強靱

化」を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国の豊富な森林資源を循環利用し、安定的な木材の供給体制の構築に資するとと

もに、地球温暖化防止対策としての森林吸収量3.5％の確保に向け、施業の集約化を

図り、間伐、路網の整備等を推進する必要があります。

・集中豪雨・地震等による激甚な山地災害やシカ、病害虫等による森林被害が各地で頻

発しており、国民の生命・財産を守るための治山対策等を推進する必要があります。

政策目標
○森林吸収量の算入上限値3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施

（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ヘクタール）

○周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度））

＜主な内容＞

１．森林整備事業 １２０，２８６（１１９,７２３）百万円

（平成26年度補正予算 ７，４０６百万円）

（１）施業の集約化を図り、間伐やこれと一体となった路網の整備、主伐後の再造林等

を推進します。搬出間伐を進めるため、搬出材積の要件（10㎥／㏊以上）を見直し

ます。

森林環境保全直接支援事業 ２３，６００（２３，２９１）百万円

林業専用道整備対策 １０，７３１（１１，０８６）百万円

国費率：10／10、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

（２）奥地水源林等であって、所有者の自助努力によっては適正な整備ができない森林

において公的主体による間伐等の森林整備を推進するとともに、鳥獣被害対策を推

進します。

環境林整備事業 ２，７２６（ ２，７２６）百万円

水源林造成事業 ２４，８７０（２４，８７０）百万円

国費率：10／10、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、（独）森林総合研究所等
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２．治山事業 ６１，５７０（６１，５７０）百万円

（平成26年度補正予算 ３，０９５百万円）

（１）集中豪雨・地震等に起因する激甚な山地災害の発生リスクの増大を踏まえ、荒廃

山地の復旧整備と渓畔林の整備等を一体的に実施する流木災害防止対策など、山地

防災力の強化に向けた取組を推進します。

山地治山総合対策事業、山地治山事業 ３１，２６１（３０，１１４）百万円

水源地域等保安林整備事業 ８，６３０（ ８，６５５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

（２）火山噴出物の堆積地域における局地的豪雨による大規模荒廃地の復旧に新規着手

するなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施します。

民有林直轄治山事業 １１，４０３（１１，３５２）百万円

国費率：２／３

事業実施主体：国

（３）南海トラフ地震等により発生が想定される津波に対する多重防御の一つとして

「粘り強い海岸防災林」の整備を推進します。また、病害虫による機能低下を防止

するための海岸防災林の保全を推進します。

防災林造成事業 ２，７７２（２，５８０）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）
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農山漁村地域整備交付金（公共）
【１０６，６５０（１１２，２１１）百万円】

（平成26年度補正予算 ５，０００百万円）

対策のポイント
地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減

災対策を支援します。

＜背景／課題＞

・地域の特色を生かした地域活性化を図るためには、地域の創意・工夫によって、生産

現場の強化につながる農林水産業の基盤整備を進めることが重要です。

・また、農山漁村地域において、地震・津波対策はもとより、集中豪雨等の頻発化・激

甚化に対応するためには、防災・減災対策を推進することが必要です。

・このため、都道府県の裁量により事業を実施することが可能な交付金を措置すること

により、強い農林水産業のための基盤づくりを推進します。

政策目標
○基盤整備実施地区の対象農地の耕地利用率 108％以上（平成27年度）

○二酸化炭素の森林吸収量3.5％の確保等に必要な路網の整備

○海岸堤防等の整備率 66％（平成28年度）

＜主な内容＞

１．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計

画を策定し、これに基づき事業を実施します。

２．農業農村、森林、水産の各分野において、農山漁村地域の生産現場の強化や防災力

の向上のための事業を選択して実施することができます。

また、これと一体となって事業効果を高めるために必要な効果促進事業を実施する

ことができます。

農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等

森 林 分 野：予防治山、路網整備等

水 産 分 野：漁港漁場整備、漁村環境整備、海岸保全施設整備等

３．国から都道府県に交付金を交付し、都道府県は自らの裁量により地区毎に配分でき

ます。また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。

（水産分野の一部事業については、市町村への直接交付も可能。）

お問い合わせ先：

農業農村分野に関すること

農村振興局農村整備官 （０３－６７４４－２２００）

森林分野に関すること

林野庁計画課 （０３－３５０１－３８４２）

水産分野に関すること

水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５３０４）
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森林整備事業・治山事業（公共）
【復旧・復興対策 １３，２０５（９，１７４）百万円】

対策のポイント
・間伐等の実施により、東日本大震災の被災地等における「災害に強い森林

づくり」を進めます。

・東日本大震災で被災した海岸防災林の復旧・再生や山腹崩壊地等の復旧整

備を通じ、地域の安全・安心を確保します。

＜背景／課題＞

・東日本大震災により、青森県から千葉県までの約140kmに及ぶ海岸防災林が被災する

とともに、山地においても多くの箇所で山腹崩壊、林道施設等の被害が発生しており、

台風や豪雨等により更なる被害の拡大が懸念されます。

・福島第一原子力発電所の事故により放散された放射性物質の影響のある区域では、森

林所有者の経営意欲の減退、被ばくへの不安等から、森林整備が停滞するおそれがあ

り、森林の公益的機能の低下が懸念される状況となっています。

政策目標
○土壌を保持する能力等が良好に保たれている森林の割合の増加。

○海岸防災林の造成に必要な基盤造成を平成27年度までに完了し、その後順

次植栽を実施（全体の復旧は概ね平成32年度までに完了。）。

＜主な内容＞

１．森林整備事業
東日本大震災により林地荒廃等の森林被害が発生した岩手、宮城、福島の被災３

県において適切な間伐等の実施による「災害に強い森林づくり」を進めるとともに、

放射性物質の影響等により整備が進み難い人工林等において、公的主体による緊急

的な間伐等を進めます。

２．治山事業
東日本大震災で被災した海岸防災林の復旧・再生や山腹崩壊地等における復旧整

備を進めます。

森林整備事業 ４，７０６（４，６３３）百万円

治山事業 ８，４９９（４，５４１）百万円

国費率：10／10、２／３、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、（独）森林総合研究所等

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）
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平成２７年度 国有林関連予算の概要（主要事項）

Ⅰ 公共事業

１ 森林整備事業 概算決定額 ６５,７１７（６５,６５１）百万円

［ 復旧・復興対策分 ２,１７４（１,６１０）百万円 ］

国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止するための間伐等

の森林施業や路網の整備等を実施

２ 治山事業 概算決定額 ３４,１１５（３４,１１５）百万円

［ 復旧・復興対策分 １,９７７（１,２５７）百万円 ］

地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地や荒廃危険山地の

復旧整備、海岸防災林の保全等を実施

Ⅱ 非公共事業

持続的かつ安定的に林産物収入等を得つつ、民有林と連携した林産物の供給、生態

系保全のための鳥獣被害対策の推進等を実施

１ 森林整備・保全費

（１）新たな木材需要創出総合プロジェクト

概算決定額 １,６８９（－）百万円の内数

（関係分 １１０（－）百万円）

「新たな木材需要創出総合プロジェクト」の一部として、国産材の安定供給体

制を構築するため、民有林の森林所有者等と国有林が連携して作成する広域原木

流通構想に基づく取組として、ストックヤードの整備等を実施し、民有林と連携

した広域での協定取引等を推進

（２）施業集約化の加速化 概算決定額 ２４１（２４３）百万円の内数

（関係分 ８４（９３）百万円）

「施業集約化の加速化」の一部として、施業集約化を加速するため、隣接する

民有林との境界を復元し、境界の明確化を促進



（３）苗木安定供給推進事業 概算決定額 ７８（８２）百万円の内数

（関係分 １５（－）百万円）

「苗木安定供給推進事業」の一部として、合板や集成材への需要が高まってい

るカラマツについて、造林意欲が高まっているものの需要にあった苗木の生産が

確保されていないため、苗木生産に必要な種子の安定的な供給への寄与を目的と

し、旧採種園において支障木の除去など着花促進のための林内整備等を行い、採

種園の再活用を実施

２ 国有林野産物等売払及管理処分業務費

概算決定額 １９，６７２（２０，０７５）百万円

国有林野事業収入を得るため、林産物等の生産・販売、林野の売り払い等

を実施

３ 国有林野事業債務管理特別会計への繰入れ（非公共）

概算決定額 １６,２０７（１７,５２５）百万円

［うち、償還額９,１８９（７,６２７）百万円］

国有林野事業の債務の元本償還及び利払いに必要な額を、「国有林野事業債務管理

特別会計」へ繰入れ
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